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1　問題提起
　ここに取り上げるペイトン・リトルトン共著『会社会計基準序説1）』は、近代会計理論2）の一典型
であり、米国内にとどまらず我が国においても、会計制度ならびに会計理論の発展に多大な影響を与
えた著作である。この『序説』により提示された考え方で、今日通説となっているものも数多くあ
る。また『序説』は、近年FASBにより実行され、注目を集めている概念的枠組計画（conceptual
framework　project）と同趣旨の試みを最も早く行おうとしたものの1つであるとも言われてい
る3）。
　確かに『序説』では、会計諸基準形成の基礎として「基礎概念」をまず最初に提示し、それらを綜
合的に織り合わせることによって基礎的な枠組を打ちたて、その枠組の中で会計諸基準を設定しよう
としている。しかしながら、『序説』自体では、基礎概念が並列的に示されているだけでそれらの相互
関係は明示されておらず、各基礎概念と会計諸基準との関係も明らかにされているとは言いがたい。
また、『序説』に関する研究成果はこれまで非常に多く発表されているにもかかわらず、これら不明
な点の解明を試みたものは少ないと思われる。そこで、本稿では『序説』の多くの論点の中から、基
礎概念を取り上げ、それらの相互関係と、会計諸基準への展開について、解明することを試みる。
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皿　r序説』の会計観
　さて、『序説』の全体構造を、基礎概念との関連で明らかにしようと試みたものの一つに、井尻雄
士教授の論文4）がある。筆者はそこに示されている井尻教授の理解にたいし全面的に賛成するわけで
はない。その点については、該当する箇所で示すことになるが、まず議論の出発点としてその主張を
取り上げることにする。
　井尻教授は大要次のように述べておられる5）。
　『序説』は、会計情報にたいする基礎として「検証力ある客観的な証拠」を強く主張する。この検
証力ある客観的な証拠の強調は、会計責任（accountability）の観念にもとついた会計観に由来する
と思われる。会計上の諸概念および諸基準を形成する場合、この会計責任志向の観点からは、財務情
報の流れにおける株式会社と投資家との間の、利害関係の潜在的対立に対処するためのメカニズムに
強調点がおかれる。
　検証力ある客観的な証拠は、6つの基礎概念のうちで最後に論じられているけれども、r序説』の
内容を導き出す場合の重要度に関しては第1位を占めると考えられる。他の5つの仮定はこの6番目
の仮定を支持（support）するために準備されているのである。
　「努力と成果」の基礎概念は、努力と成果の対応にもとついて部分的（piecemeal）に損益計算を
行えるようにするための会計の基本的な要素となっている。
　努力と成果は、いつも1対1の対応をしているわけではないので、努力に関する測定値が1つ以上
の成果にたいする貢献にもとついて分離され、再分類される手段が必要となり、そのために、「原価
の凝着性」が『序説』の枠組における不可欠の部分となる。
　通常の場合、努力が費やされる時とその成果が獲得される時との間には差異が存在しているので、
未決状態にある努力を取り扱う手段である「測定された対価」が存在しなけれぽならない。
　残りの2つの基礎概念すなわち、企業実体と事業活動の継続性は、他の4つの基礎概念が有効にな
りうるための基礎を提供する。
　「事業活動の継続性」は、r序説』の測定構造において測定された対価を意味あるものとするため
に必要である。
　最後に、企業の価値とその利益のいかなる測定にとっても、その測定主体が明らかにされることが
必要である。「企業実体」は、会計の主体を株主ではなく第1義的に企業実体自体として設定する。
　これまでの基礎概念に関する議論をふまえ、原価主i義は検証力ある客観的な証拠と利益の処分可能
性の強調、ならびに会計責任の観点から正当化される。まず、仮定的な取引にもとついている取替原
価あるいは処分価値よりも、実際に生起した取引にもとつく歴史的原価の方が非常に客観的で検証可
能である。よって検証力ある客観的な証拠の強調は歴史的原価の支持につながる。次に、利益の処分
可能性を強調すると、利益を計上するためには、資産が現金または現金同等物のように分配可能な形
態に達している必要がある。そこで、増価分（appreciation）は計上できなくなり、歴史的原価のま
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ま据置かれることになる。最後に、会計責任の観点について述べている。会計責任が適切に機能する
ためには、会計責任の設定と解除を適切に記録し報告するシステムが必要で、このことは会計記録が
実際の製造およびその他の営業過程に符合しなければならないことを意味する。それゆえ経営過程を
跡付けるためには歴史的原価を用いることになる。というのは市場価値データは財貨および用役の物
理的移動に関する情報を必要としないからである。
　井尻教授は以上のような理解を示している。ここで最初に指摘しておかねぽならないのは、井尻教
授は『序説』が会計責任説の枠組にもとついていると考えているということである。この点について
の検討から、はじめることにする。
　r序説』が会計責任説の範疇に含まれると井尻教授が考える根拠は、r序説』の次のような表現に
ある。すなわち、「会社のもっとも重要な会計責任（accounting　responsibility）は、それぞれの企
業単位にたいする現在または未来の、不在出資者の一つまたは若干のグループまたは階層にたいして
である。このような状況下で会計資料を報告するに際しては、経営者の判断は客観的な情勢によるよ
りも、迎合または防禦しようとする希望によって一層強く支配されてしまうことがある。それゆえ会
計諸基準は、このように変りやすい通則や技術のただなかで、公正な取扱いを計るための道標を供す
る責任を負うことになってくる6）。」である。
　井尻教授の理解が妥当か、つまり『序説』が会計責任説の範疇に含まれるか否かを検討するため
には、会計責任説の諸特徴を明らかにし、もってその判断の基礎としなけれぽならない。
　井尻教授が、意思決定説と比較のうえ示している会計責任説の特微は次の3点、つまり①会計シス
テムの重視、②会計人は会計責任の履行者と受益者との仲介人と考えられること、③「硬度」な測定
の必要性、である？）。順に説明する。
　まず、①について。意思決定説によれぽ、財務諸表の内容が利用者の経済的意思決定に役立ちさえ
すれぽよいのであって、それがいかなるシステムから作り出されたかは、無視されるか、問題にされ
たとしてもあまり重要視されない。これにたいして、会計責任説では、「会計システムが会計責任の
履行者に責任のある行動をさせるのに役立つかぎり、受益者が財務諸表を一度も見なくても会計の目
的が達成されると考える8）」ので、財務諸表そのものよりも財務諸表の背後にあるシステムに重点が
置かれるとする。一見、報告という面が軽視されているようだがそうではない。会計責任の解除は、
履行者から受益者への報告によってなされるからである。ここでは会計システムのいかんにかかわら
ず財務諸表の内容が意思決定に役立つかどうかのみを問題とする意思決定説にたいして、会計責任説
では、適切な会計システムを経て作成された財務諸表が報告されなけれぽ意味がないと考えられてい
るのである。
　次に、②について。意思決定説では、会計人はたんに意思決定者の補助者と考えられる。しかし、
「会計責任の関係は、通常履行者がその行為とその結果について記録しそれを要約して受益者に報告
することが要求されている。これに対し会計人は第三者としてこの会計責任関係に介入し、履行者と
受益者との間の会計責任の発生から消滅までスムーズに進行するように努めるのである9）」。そこで会
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計人は、仲介人として位置づけられることになる。
　最後に③について。意思決定説では、情報が経済的意思決定に役立つ限り主観的であっても偏見を
含もうとも問題にならない。しかし、会計責任説は、履行者の都合のいいように情報内容に影響を与
えようとする可能性が存在することを認めるがゆえに、「その測定によって利害が左右されることを
知っている人々が測定値を自分の都合のよいように動かそうと争っても争う余地のないr硬度』な測
定が必要であることを強調するのである10）」。
　以上のような会計責任説の3つの特徴をr序説』が呈示しているかどうかを検討する。
　まず、①について。r序説』は、「会計はその企業の対外的な関係の変化を記録するとともに、その
企業のなかで絶えず行われている移動や変形を跡ずけるものであり、そのゆえに、経済的過程にたい
する有用な附属物（adjunct）である11）」と述べている。これは、財務諸表に到達するまでの過程、
つまり会計システムの適切な整備と運用を重視した考えを示したものである。
　さらに、r序説』では、利益の本質、つまり計算しなければならないのはいかなる利益かという問
題が論じられることなく、利益の構成要素である収益と費用一これらは会計システムを通して生み出
されてくる一をいかに測定するかが中心的な問題として論じられていることも、会計システムを重視
することの現れではないかと考える。というのは、信頼できる会計システムが適切に整備・運用され
ていさえすれぽ、その会計システムから生み出される収益と費用は信頼できるほど正確であり、した
がってその差引としての利益も信頼できるほど正確に計算されうるという考えが、その裏に潜んでい
ると思われるからである。
　次に、②について。所有と経営の分離した大規模企業では専門経営者（履行老）と不在投資家（最
も重要な受益者）とが存在している。この点を述べた12）後、r序説』は職業会計士（会計人）が両者
にたいして二重の責任13）を負い、独立の第三老的立場にあるべきものと論じている14）。したがって、
会計人は履行者と受益者の関係を調整する者、つまり仲介人と考えられていることがわかる。
　最後に、③について。この点については、検証力ある客観的な証拠が基礎概念となっていることか
ら明らかである。
　以上より井尻説に即して検討すると、r序説』も会計責任説の範疇に含まれることが明らかであ
る。
　次に、基礎概念自体の検討に入らねぽならない。
1皿　基礎概念の内容
　基礎概念は、r序説』の理論展開においてその根底に据えられている概念装置である。
　井尻教授の示されている各基礎概念についての論述はエッセンスのみであって，必ずしも，その意
味が明瞭に示されているとはいえない。そこで，ここではまず、各基礎概念の内容をつぶさに検討し
たうえで、井尻教授の理解と照し合わせることにする。
　まず、「企業実体」について。
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　『序説』は企業実体の説明の冒頭で次のように述べている。「企業は一般に実体、すなわち基金を
提供している当事者から別個の、これと区別せられた、それ自体独立した一つの制度であると考えら
れている。そして企業の会計記録や計算諸表がその所有主、社員（partners）、出資者またはその他
の関係者もしくは諸グループのものではなく、その企業実体の会計諸記録および計算諸表であること
はほぼ自明のこととなってきている15）」。
　これは、スプレイグやハットフィールドらによって主張された所有主理論と対立する見解である。
所有主理論によれぽ、資産および、負債は所有主である出資者の資産と負債であり、収益および費用
は所有主の純財産の増減（所有主からの出資や彼らへの分配または払戻しを除く）であり、さらに利
益は実現した瞬間から所有主に帰属すると考えられる。しかし、株式会社の発展は所有と経営の分離
をもたらし、企業は準公共的制度とまで考えられるようになった。それゆえ、企業を所有主（出資者）
の私的所有物と考え、所有主の立場から会計を行うのは適当でない。企業は出資者から独立している
のであり、会計を企業自体の立場から行うことが現実に妥当するのである。
　また、この基礎概念は「企業上の業務事項が私的または個人的な事項から区別されること16）」、い
わゆる“店と奥の分離”を意味するものでもある。これは個人企業のように、法律上企業と所有主と
が一体であると考えられている企業にもあてはまる仮定である。これにより、会計が行われる“場”
が限定されることになる。
　以上から、この基礎概念は、第1に会計主体としての企業実体という側面と、第2に会計客体とし
て場所的に限定された企業実体という側面をあわせもつものといえる。したがって、井尻教授の理解
は前者のみを示すにとどまり、後者の側面が指摘されていないことが明らかである。
　次に、「事業活動の継続性」について。
　企業が清算や破産などに陥ることはない、と明言することはできない。現実にそうなっていった企
業は枚挙にいとまがないからである。とすれぽ、「企業実体の寿命が長く続くという仮定は主として
便宜上のものであるかもしれない。…しかしながら…事業活動がある程度の継続性をもっているとい
うことは通常の経験として言明できる17）」。会計は、正常かつ典型的な状況を前提とするのであり、
それでこそ会計諸基準は現実の社会経済において合理性をもつことになる。なお、明らかにこの基礎
概念に矛盾する企業（清算中の企業など）にたいしては、別の前提にたった会計諸基準が適用されね
ばならない。
　さて、企業活動を、一連の流れとして据えることにより、これらの一連の流れを写し出さねぽなら
ない会計は、すべての結果が判明するのをまって処理を行うおけにはいかなくなる。なぜならぽ、あ
る活動が行われる時点とその結果が判明する時点との間には相当の隔りが存在するので、いつまでた
っても結果の判明しない部分が残ってしまうからである。そこで、一定の期間（会計期間）を人為的
に区切って、その期間に関する計算と報告を行わざるをえなくなる。したがって、財務諸表は暫定的
な性格をもつことになる。
　また、事業活動が一連の流れであり、企業が継続性をもっていると考えることにより、企業の保有
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する個々の資産を清算や破産などを前提とした売却価格で評価し、その評価額を企業価値の基礎とす
ることは無意味となり、さらに、その基礎としては収益力がより重視されるようになる。その結果、
財務諸表のうちで損益計算書が最も重要な会計報告書と主張されるにいたる18）。
　よって、この基礎概念は、報告対象を期間的に限定することの必要性と、財務諸表の暫定性とを示
しているのである。また、測定された対価が意味をもつことになるという井尻教授の主張も、この基
礎概念により売却価格での評価が否定されるという点に照して理解できるのである。
　次に、「測定された対価」について。
　会計は企業活動を記録し、そして報告するものである。「会計士が適切な情報を供給しなければな
らぬ特定企業の活動は、大部分他の企業との交換取引によって成り立っている。会計はこれらの交換
を数量的に表現しようと試みる。それゆえ会計の基本的な対象は、交換活動に内包されている測定さ
れた対価（measured　consideration）、とくに取得された用役に関するもの一原価、経費一と供与さ
れた用役に関するもの一収益、利益一とである19）」。
　この測定された対価は、「価格総計」（price　aggregate）とほとんど同義に用いられているが、価
格総計の方が測定された対価よりも広い範囲を取り扱うことができる。つまり、交換取引において、
価格総計はすなわち測定された対価であるけれども、対価を伴わない場合、たとえぽ贈与などの場合
には、測定された対価は存在しないにもかかわらず、価格総計は存在し、記録される。
　また、「原価」ではなく、「測定された対価」ないし「価格総計」を用いる理由として、原価が交換
の動きを一方の方向について表しうるにすぎないのにたいし、測定された対価と価格総計は交換の2
つの方向を表現することができる点が指摘されている。
　さらに、「価値」に関しては次のように述べている。「会計がr価値』を記録するという表現は誤解
を生じ易い。ある交換の対価または価格総計はその交換の瞬間において買手と売手が相互に同意しあ
った評価をあらわすもので、かかる価格総計の記録はこのような限定された意味においてまたその瞬
間について（のみ）価値の記録とみなされうる（にすぎない）。その交換の瞬間以後は、その価値は
変わるかもしれない。しかし記録された価格総計は変ることはない20）」。つまり、会計の対象は価値
ではなく、測定された対価であり、両老を混同すべきではないと述べているのである。これにはさら
に説明が必要である6
　交換取引において、企業は用役（財貨をも含む）を取得し、それと同時に用役を供与する。ここで
注意しなけれぽならないのは、固定設備の購入取引を例にとると、取得された用役（固定設備）の価
格総計は、取得された用役それ自体の価値（取得時点における市場価額）ではなく、反対に供与され
た用役の価値（取得時点における市場価額）を意味するということである。すなわち、通常言われて
いるところの1ある資産の原価はその資産の取得時の市場価額（価値）であるという考え方とは全く
異るのである。そうではなく、その資産を取得するために犠牲となった資産の取得時点における市揚
価額なのである。よって価値と原価とは全く異る性格を有することがわかる6この基礎概念の名称
が、より広い範囲をカパーできる価格総計ではなく測定された対価となっているのも、対価という点
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を強調せんがためであったのではないかと思われる。
　いま1つの重要な点は、交換取引に内包されている価格総計は当事者双方が同意しあった評価であ
るということである21）。これが、一方の当事者のみの主観的判断にもとつくものでない価額であると
ころに、その有意味性が存在する。
　ところで、r序説』では先の引用に続いて、「会計にとってはこの価格総計こそ多種多様の取引を同
質的な尺度であらわすための最上の手段である」と述べている。その意味するところは、一般に「貨
幣的評価の公準22）」と呼ぼれているものである。これは、測定された対価の当然の前提と考えること
ができるであろう。
　以上より、測定された対価の基礎概念は、会計の基本的な対象が価格総計であることを意味し、井
尻教授の理解のように、努力のみに関わるのではなく成果の面にも関わっていること、そして、その
前提として貨幣的評価の公準を含んでいることがわかる。
　次に、「原価の凝着性」について。
　用役が取得されると、会計ではその用役の価格総計が測定され記録される。しかし取得された用役
はたとえ有形物であったとしても、そのままの形状でいつまでも残存しているわけではない。それは
企業の諸活動を通して様々に形を変え、そして最終的に生産物として企業から産出される。会計はこ
れらの企業内部における移動や変形を跡付けて、獲得された収益に対応する原価を計算し、その収益
にたいして賦課するのを容易かつ合理的に行いうるようにしなけれぽならない。よって、「どの原価
が既にテストー回収一をすませ、またどの原価がまだテストを待っているかを知るために会計は、取
得原価が移動性を持ったもので、配賦または再分類しうるものであること、また再集計された諸原価
は相互に自然の親近性を持っており、そのような親近性によってそれらの原価がその分類されたグル
ープと同一性を保っていることを仮定する23）」必要がある。
　次に、「努力と成果」について。
　企業活動は、一連の流れである。会計はこの流れに関する価格総計を特定の会計期間に割り当て
る。一連の活動の流れには、成果を生み出そうとする努力とその努力により生み出された成果とがあ
り、努力は原価ないし費用（cost）により、成果は収益（revenue）により表現される。これら期間
的に対応する収益と費用（正確には、特定の会計期間中に実現した収益とその収益に対応する費用）
の差額として利益は計算される。そこにおいて収益と収入、費用と支出のズレを修正するために行わ
れている見越（accrual）と繰延（deferment）は第2義的な意味しか持たない24）。
　第1義的に意味をもっていることは、費用と収益の対応、つまり費用を当期に実現した収益に対応
する部分と次期以降の収益に対応する部分とに分け、前者を当期の期間費用として当期収益にチャー
ジし、後老を資産として次期に繰り越すことである。「会計によってわれわれは、ある期間内に『メ
ーター』（meter）を通って流れる費用と収益との期間的な対応を通し、…試験的な鑑定をおこなお
うと努めるのである。この目的のために費用および収益の資料が選定されているのは（交換）取引に
おける取得および供与の価格総計を研究することが、成果を生み出そうとする努力と生み出された成
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果とを比較するのに有用であると信ぜられるがゆえにほかならない25）」からである。
　次に、「検証力ある客観的な証拠」について。
　会計責任説に基礎をおくr序説』では、会計報告の信頼性26）が非常に重視される。なぜならぽ、会
計責任説は、会計報告される内容について利害の相反する2組の当事者の関係を会計人が調整すると
いう状況を前提にしているからである。それゆえ、「検証力ある客観的な証拠は、会計の重要な要素
となり、信頼しうる情報を提供するという会計の機能を正当に遂行するうえに必要な附属物とな27）」
るのである。「検証力ある証拠」とは「事実を打ちたてるのに助けとなるような性質を備えた証拠28）」
であり、「客観的な証拠」とは「非個人的でその当事者の根拠なき意見または希望と対照的に、もっ
とも関係の深い当事者にとって外的な証拠29）」である。そして、r客観的』には、完全に客観的であ
る、得心のいく程度に客観的である、疑わしい程度に客観的である、明らかに非客観的である、の4
段階があり、完全に客観的であるのが最も望ましいけれども、それへの固執は事業活動の継続性の仮
定からは不適当であるとされている。得心のいく程度に客観的であれぽ、得心のいく程度に信頼しう
るのである。しかし、「もし会計が一層科学性を加えていこうと欲するならば、得心のいくほどに客
観的で同時に長期にも妥当するような事実をつかむ新しい方途をますます発展させつづけなければな
らない30）」。なお、検証性についても同様である。
　さて、それでは、検証力ある客観的な証拠とは具体的に何を意味するのであろうか。それは「確実
な営業上の文書31）」すなわち取引資料のことである32）。しかし、取引資料が存在すること自体た意味
があるわけではない。取引資料が、相対立する当事者間の同意を示すがゆえにその同意によって裏付
けられた取引が意味をもってくるのである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　この基礎概念が他の5つの基礎概念によって支持されていると井尻教授は述べているが、「支持す
る」という用語は適切ではない。むしろ、測定された対価、原価の凝着性ならびに努力と成果の基礎
概念によって示される収益と費用の配分過程から生み出される会計データに、客観性と検証性を具備
させるための基礎概念であり、この意味で、これら3つの基礎概念を規定するものである。検証力あ
る客観的な証拠は、井尻教授の言われるように、「会計責任志向の観点」から強調されると考えるべ
きであろう。
】V　基礎概念の諸前提と基礎概念間の相互関係
　さて、次に取り上げねばならないのは、「諸仮定」である。この項目は、通常、「前掲の六つの基礎
概念がそれぞれに仮定にもとついてはいるものの相当の説得性あるいは合理性を備えており、無理な
く容認されうるものであることが指摘されているにすぎない33）」ものとして、あまり重要視されてお
らず、したがって、基礎概念とは考えられていない。しかし、基礎概念をより深く理解し、その限界
を明らかにするためには、この「諸仮定」の検討が不可欠なのである。
　まず、企業実体については、「この概念は、一般的な同意によってある種の経済上、および経営上
の有用性を有している34）」と述べている。つまり、会計主体としての企業実体も、会計客体（会計単
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位）としての企業実体も、ともに、社会経済上一般に受け入れられているがゆえに、合理性をもつの
である。
　次に、「経営活動継続性の概念は、通常の経験にもとついて正当とされている35）」と考えられてい
る。同じ仮定とはいえ、これは前の企業実体とは異なり例外が存在する余地がある。この仮定が妥当
しない場合、つまり清算や破産が前提とされている場合が当然考えられ、その場合には通常と異なる
配慮のもとに会計が行われるべきであることはすでに指摘した。
　さらに、経営活動が継続するために、「期間」を区切り、この期間に対して収益と費用とを割り付
ける（測定する）必要性が生じ、その結果、「かかる測定は常に暫定的でありまたある程度条件つき
のもの36）」とならざるをえないことも前に述べた。
　3番目に掲げられているのは、「経営活動の合理性という仮定37）」である。つまり、取引当事者双
方が合理的に経営活動を行うという仮定があるからこそ、双方の同意した価額、すなわち測定された
対価がその時点におけるその要素の真の経済的な意味を表示すると言えるのである。したがって、こ
の仮定が承認されえないような場合、たとえぽ贈与や低廉買いにおいては、測定された対価が真の経
済的な意味を表示するとは考えられなくなるため、記録に際してはあらたに価格総計を求めなければ
ならなくなる。しかしながら、通常の場合にはこの仮定が合理性をもつので、測定された対価が意味
を持つと考えられているのである。
　4番目に述べられているのは、「安定した測定単位38）」すなわち「ドル額によって計上された原価
が、実際の原価を表示し続けるという仮定39）」である。この仮定を前提とすることによって、ある企
業の取得した用役が当該企業内にとどまっている限り、たとえその用役の市場価格あるいは貨幣価値
自体がある程度変動しようとも、修正計算を行う必要はなくなるのである。したがって、企業の経営
活動による移動や変形を跡付けて再分類する原価の凝着性が合理性を有することになる。
　なお、この仮定は物価変動の著しい期間には妥当しなくなるけれども、r序説』の執筆された当時
には妥当している40）。
　「諸仮定」の最後に取り上げられているのは、「収益が費用を生ずる過程の目的である41）」という
仮定である。「換言すれぽ、企業は利益を生み出すために設定された組織である42）」こと、つまり企
業の営利性が仮定されているのである。この仮定により、成果（目的）として生み出された収益から
それに対応する努力として費やされた費用を差し引いて利益を計算し、その結果が利害関係老の中心
的関心である企業の目標達成度であるという考えが合理性を持つ。したがって、費用・収益の対応つ
まり努力と成果の基礎概念は、企業の営利性を前提にしたものであると理解される。
　ここまで述べてきたことから、6つの基礎概念のうちの最初の5つの前提となる仮定は・「諸仮定」
において明らかにされていることがわかる。しかしながら、6番目の「検証力ある客観的な証拠」が
前提としている仮定について、そこでは何も述べられていない。井尻教授はそれを「会計責任に基礎
をおく会計観」に求めておられる。筆者も同様に考えていることは既に述べた。
　さて、これまでに6つの基礎概念とそれらを支持する仮定ならびに、その仮定が妥当性を失えぽ、
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基礎概念も変らざるをえないという意味において各基礎概念の限界が明らかになったQ続いて基礎
概念の相互関係を明らかにしよう。この問題については、既におりに触れて述べてきてはいるけれど
も、ここでは後に展開されている会計諸基準、特に、そこで示されている計算構造との関係をふまえ
ながら取り上げることにする。
　まず、基礎概念を、会計諸基準と直接に関わりあうものと間接的にしか関わらないものとに分類す
れぽ、前者には、測定された対価、原価の凝着性、努力と成果、検証力ある客観的な証拠が含まれ、
後者には、企業実体、事業活動の継続性ならびに測定された対価の当然の前提としての貨幣的評価が
含まれる。
　後者に属する基礎概念のそれぞれが前者に属する基礎概念とどのように関わるかについては、かな
り意味が異っている。しかし、前者のうちでも、検証力ある客観的な証拠と、他の3つの基礎概念と
の間も、それ以上に意味が異る。すなわち、測定された対価、原価の凝着性ならびに努力と成果は、
それぞれ当初の認識・測定・分類、その後の再分類、そして究極的な費用と収益との対応を示してお
り、いわば「どのように会計処理を行うべきか」を指示している。これに対して、検証力ある客観的
な証拠は、会計報告の客観性と事後の検証性とを確保するための証拠について述べているのであり、
換言すれぽ、「いかなる証拠にもとついて会計処理を行うべきか」を指示しているのである。したが
って、この基礎概念を他の3つと並置することはできない。
　次に、後者の基礎概念については、個別的に他の基礎概念との関係を論じる。
　まず、企業実体について。これには会計主体としての側面と会計客体（会計単位）としての側面の
両面があった。会計主体としての企業実体は、『序説』で示されている会計構造における判断の立脚
点である。したがって、これは『序説』の理論展開の出発点となる。会計客体としての企業実体は、
会計の対象となる事象を企業と外部者との間の取引活動と企業内部の活動とに限定するものである。
したがって、測定された対価、原価の凝着性ならびに努力と成果によって示される一連の過程は、こ
れらの活動をある1つの観点から据えたものに他ならない。
　証拠の客観性と検証性とを考える場合に、その程度は証拠にたいする企業の影響力に反比例すると
思われる。つまり、企業が証拠に対して影響を与える程度が小さければ小さいほど、その証拠力（客
観性と検証性）は強く（高く）なるのである。したがbて、会計主体でもあり会計客体でもある企業
実体の外部から入手された証拠にもとついて、会計を行うことが要請される。
　事業活動の継続性は、取得と供与の価格総計である費用と収益を各会計期間に配分すること、つま
り期間計算の前提となるものである。したがって、測定された対価、原価の凝着性ならびに努力と成
果によって示されている会計過程（配分過程）を無意味にしないための前提であると考えられる。継
続する活動を人為的に区切られた会計期間に帰属させてしまうために、配分という手続きが必要にな
ったとも言える。
　事業活動の継続性は、証拠の客観性と検証性とにたいする大きな規定要因となっている。それは次
のような理由からである。事業活動が長期にわたり継続するにもかかわらず、その流れは人為的に区
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切られねばならない。しかし、取引の結果は将来に至ってはじめて判明する場合が多く、通常、現時
点で採用された証拠が完全な客観性と検証性とを備えているとは考えられないことが多い。たとえ
ぽ、ある商品が販売されたとしても、その販売が行われた時点以後代金の回収が完了するまでには、
値引、割引、割戻し、貸倒れなどが生ずるおそれは必ず存在しているのである。それゆえ、『序説』
では「得心のいく程度に客観的であれぽ、かかる事実は得心のいく程度に信頼しうるもの43）」とし
て、暫定性を有する証拠も受け入れるのである。
　測定された対価の背後にある貨幣的評価は、会計の取り扱いうる事象ないしは事実を貨幣額によっ
て表現可能なものに限定する役割を果たす。ただし、これは測定された対価を会計の基本的な対象と
することにより、自動的に行われている。
　この貨幣的評価は裏を返すと、会計処理（具体的には仕訳）が必ず金額を伴うということを示す。
したがって、検証力ある客観的な証拠には金額についての情報が必ず含まれることになる。
V　基礎概念と会計諸基準
　さて、次に検討すべきは、基礎概念と会計諸基準の関係である。すでに指摘したように基礎概念の
うちで会計諸基準と直接に関わりあうものは、測定された対価、原価の凝着性、努力と成果、検証力
ある客観的な証拠の4つである。そこで、ここでは、これらの基礎概念が会計諸基準で示された内容
にたいし、具体的にどのように結びつくのかについて述べる。その際、『序説』の議論が収益と費用
を中心に展開されていることに鑑みて、収益と費用のそれぞれについて認識（計上時点の決定）と測
定（金額の決定）とに分けて検討する。
　第1に、収益について述べる。
　『序説』では、収益は実現にもとついて認識されねぽならないとされている。実現は次の2つのテ
ストを要件とする。すなわち、「第一に法的な販売または同様な過程による転換、そして、第二に流
動資産の取得による確定（validation）である44）」。ところが、会計担当者は販売過程を直に観察し
て2つのテストを経たかどうかについて判断するわけではない。会計担当者は、第1のテストであ
る、法的な販売または同様な過程による転換がなされたことを示す、営業上の文書、すなわち「検証
力ある客観的な証拠」によって、収益が実現されたことを知るよりほかはない。また、通常、第1の
テストを経ることは、新しい流動資産（現金預金、受取手形など）の取得を伴うので、第2のテスト
も経ることになる。以上より、収益実現の時点は、「検証力ある客観的な証拠」によって明らかにさ
れると言える。
　次に収益の測定について述べる。収益はまず、測定された対価にもとついて測定される。収益は、
販売された時に決定的な段階に到達したと考えられるので、通常、取引当事者双方の同意した価額、
つまり送り状価額が測定された対価であるとされている。また、ある観点からは、供与の測定された
対価それ自体が収益であるとも言える45）。
　「原価の凝着性」と収益とは直接的につながるわけではない。しかし、取得された用役が企業内に
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とどまる限り、新たな価額付けを行うことはなく再分類のみがなされるとするこの基礎概念からすれ
ば、増価分（appreciation）などは収益に計上できないという点で、間接的には関係している。
　　「努力と成果」の基礎概念は、努力を表す費用を、成果を表す収益に対応せしめることを内容とし
ていた。ここで収益は、費用を配分するための基礎として位置づけられている。
　第2に、費用について述べる。
　　r序説』では、原価が2重の概念として用いられている。つまり、「原価は取得価格であるととも
に、おそらくはいくつかの中間的な転換の後であろうが、収益にたいする差引分となる46）」。したが
って、後者の意味の原価は、費用のことであり、ここでも原価の会計を取り上げることになろう。
　収益が、販売市場で交換取引が行われた時点に認識されるのと同じく、原価も購入市場で交換取引
が行われた時点に認識される。実際には、交換取引が行われたことを裏付ける営業上の文書にもとつ
いて認識される。つまり、原価の認識も「検証力ある客観的な証拠」にもとついて行われるのである。
　次に、原価の測定について述べる。
　原価の当初の測定について、r序説』は「価格総計は取引についての主要な量的な事実であり、客
観的に決定された金額として受け入れられ記録に使用せられるべきである47）」と述べている。また続
いて、価格総計を意味あるものとしているのは、それが取引当事者の自発的な行動から生じた相互に
受け入れられうる価額であるという点であるとしている。つまり、収益も原価もともに当初の測定
は、価格総計（交換取引においては測定された対価のことである48）。）にもとついて行われる。ただ
し、交換取引であっても物々交換の場合や、交換取引ではない贈与の場合などには、特別の配慮がな
されねぽならない49）。
　さて、期間利益の算定という観点からは、原価の収益への対応が決定的に重要な過程であるけれど
も、その対応を正確に行うためには、当初認識されてから収益に賦課される直前までの、経営活動に
おける用役の流れに応じて原価を跡付けていかなけれぽならない。そのために必要とされるのが「原
価の凝着性」であることは既に述べた50）。
　原価、すなわち取得の価格総計で正当なものは、当初すべて資産と考えることができる。次に原価
は再分類され、最後に、収益にたいして賦課される。この最後の段階は、次のように行われる。ま
ず、原価は、当期中に実現のテストを経た収益に対応する分と、対応しない分とに配分される。前者
は期間費用として当期の実現収益に賦課される。これに対して、後者のうち、次期以降の収益獲得に
貢献する分は、次期以降の収益に賦課するために資産として繰延べ、次期以降の収益獲得にも貢献し
ないことが判明した分は、損失として当期の収益に賦課する。この費用収益の対応過程は、「努力と
成果」の基礎概念にもとついて行われているのである。
　以上の論述からは、認識については、「検証力ある客観的な証拠」が、また測定については、「測定
された対価」、「原価の凝着性」ならびに「努力と成果」が関係しているだけであるかのような印象を
受けるであろう。しかし、測定において取り扱われる金額は、「検証力ある客観的な証拠」によって
裏づけられたものでなけれぽならないし、また当初の認識のみならず、その後の再分類と究極的な収
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益への賦課も「検証力ある客観的な証拠」にもとついて行われる51）ので、この「検証力ある客観的な
証拠」は、会計過程のすべてに関わっているという点を指摘しておかねぽならない。
M　結 語
　ここまで、『序説』の基礎概念について、その前提、相互関係ならびに会計諸基準との関係を中心
にみてきたのであるが、その検討結果を要約すれぽ次の通りである。
　『序説』は会計責任説の範疇に含まれる。
　基礎概念の前提が「諸仮定」において示されている。つまり、企業実体と事業活動の継続性は、そ
れぞれ「一般的同意」と「通常の経験」とにもとついて正当とされ、また、測定された対価は「経営
活動の合理性」を、原価の凝着性は「安定した測定単位」を、そして努力と成果は「企業の営利性」
をそれぞれ前提にしている。検証力ある客観的な証拠の前提は「諸仮定」では述べられていないけれ
ども、それは「会計責任に基礎をおく会計観」に求められる。
　基礎概念は、会計諸基準と直接に関わり合うものと、間接的にしか関わり合わないものとに区別さ
れる。前者は、測定された対価、原価の凝着性、努力と成果ならびに検証力ある客観的な証拠であ
り、後者は、企業実体、事業活動の継続性ならびに、測定された対価の当然の前提としての貨幣的評
価である。後者の基礎概念は、前者の基礎概念を無意味にしないためのもの、または規定する位置に
あるものである。前者の基礎概念のうち、測定された対価、原価の凝着性および努力と成果は、「ど
のように会計処理を行うべきか」を示し、検証力ある客観的な証拠は、「いかなる証拠にもとついて
会計処理を行うべきか」を示している。
　基礎概念を綜合的に織り合わせ、特に上述の前者の基礎概念を具体化することにより、会計諸基準
は形成される。収益と費用の配分・対応を内容とした、いわゆる厳格な「原価＝実現主義52）」がそこ
では提示されている。
　以上より、r序説』の基礎概念の特微としては、会計責任説を基礎としていること、および、会計
諸基準で示されている計算構造と密接に関係していることとがあげられるであろう。
　『序説』は、今世紀前半のアメリカにおいて、会計原則ないしは諸基準を設定することの必要性が
各方面から主張されるなかで誕生した。直接には、理論規範性を備えた会計原則ないしは諸基準の設
定を目指した、アメリカ会計学会が1936年に作成した『会社報告諸表会計原則試案53）』の基礎となっ
ている理論を明示するために執筆された。そして現在、周知のように、r序説』は、会計学の古典と
よぶに相応しい書物であると、高く評価されている。しかしながら、すでにこのように評価の定まっ
た『序説』にも、未だ解明の不充分なところが存在している。本稿では、それが基礎概念をめぐる問
題であると考え、その解明を試みたのである。
　混沌とした会計理論の現状に照らして、会計学文献の中での『序説』の位置を考えれぽ、すでに40
年以上も前に書かれたものとはいえ、ここに『序説』を取り上げ、検討することの意義は明らかであ
ろう。
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